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電子 記録 債権 と は 


電子 記録 債権 ] と は 、 電 子 債権 記録 機関 の 記録 原 湾 へ の 電子 記録 を その 発生 ・ 譲 渡 等 の 要件 と する 、 既 存 の 
指名 債権 ・ 手 形 債 権 な ど と は 異な る 新た な 金銭 債権 で す 。 
手形 と 同様 に 、 電 子 記録 債権 の 譲渡 に は 善意 取得 や 人 的 抗弁 の 切断 の 効力 な どの 取引 の 安全 を 確保 する た め 
の 措置 も 講じ られ て いる の で 、 事 業者 は 、 企 業 間 取 引 な ど で 発生 し た 債権 の 支払 に 関し 、 パ ソコ ン や FAX な ど で 
電子 記録 を する こと で 、 安 全 ・ 簡 易 ・ 迅 速 に 電子 記録 債権 の 発生 ・ 譲 渡 等 を 行う こと が で きま す 。 
※ 電子 記録 債権 は 、 電 子 記録 債権 法 (平成 19 年 法律 第 102 号 ) に より 、 事 業者 の 資金 調達 の 円 滑 化 等 を 図る 
た め に 創設 され た 新しい 類型 の 金銭 債権 で あり 、 こ の 法律 は 平成 20 年 12 月 1 日 に 施行 され て いま す 。 


電子 記録 債 椎 制 度 創 設 の 背景 


金銭 債権 を 活用 し た 事業 者 の 資金 調達 の 手法 と し て は 、 取 引 関 係 に ある 企業 相互 問 で の 売 掛 債権 や 振り 出さ 
れ た 手形 の 譲渡 ・ 質 人 れ が あり ます 。 し か し 、 売 掛 債権 の 譲渡 ・ 質 入れ に つい て は 、 譲 渡 等 の 対象 で ある 債権 の 存 
在 や それ が 誰 に 帰属 し て いる の か の 確認 に 手間 と コス ト を 要する 上 、 二 重 譲渡 リス ク 等 の 問題 が あり ます 。 ま た 、 
手形 の 譲渡 ・ 質 入れ に つい て は 、 企 業 の 事務 手続 の IT 化 が 進む 中 、 紙 媒体 で ある 手形 に 内 在 する 保管 コス ト や 紛 
失 リ スク 等 の 問題 が あり 、 最 近 で は 、 手 形 の 利用 自体 が 大 幅 に 減少 し て き て いま す 。 

電子 記録 債権 制度 は 、 売 掛 債権 等 の 指名 債権 と も 手形 債権 と も 異な る 新た な 類型 の 金銭 債権 を 創設 し 、 取 引 
の 安全 性 ・ 流 動 性 を 確保 する こと に より 、 上 記 の よう な 手形 や 指名 債権 の デメ リッ ト を 解消 し 、 事 業者 の 資金 調達 
の 円 滑 化 等 を 図 2 うと する も の で す 。 


売 掛 債権 





事業 者 の 資金 調達 の 円 滑 化 等 を 図る こと が 必要 








指名 債権 ・ 手 形 と 比較 し た 場合 の 電子 記録 債権 の メリ ッ ト 





画 指名 債権 と 比較 し た 場合 の 電子 記録 債権 の メリ ッ ト 

民法 上 、 指 名 債権 ( 売 掛 債権 等 ) を 譲渡 する こと が 認め られ て いま す が 、 指 名 債権 は 、 当 事 者 の 合意 さえ あれ ば 
譲渡 が 可能 で ある た め 、 二 重 譲渡 の リス ク が あり ます 。 し か し 、 電 子 記録 債権 は 、 電 子 記録 を する こと を その 発生 
や 譲渡 の 要件 と し て お り 、 当 事 者 間 の 合意 の み で は 譲渡 は で き な い た め 、 二 重 譲渡 の リス ク が 排除 され て いま す 。 

また 、 民 法 上 、 指 名 債権 の 譲渡 が あっ た こと を 債務 者 に 主張 する に は 、 債 務 者 へ の 通知 また は 債務 者 の 承諾 が 
必要 で す が 、 電 子 記録 債権 の 譲渡 に つい て は 、 こ れ ら は 必要 あり ませ ん 。 こ れ は 、 電 子 記録 債権 に つい て は その 存 
在 ・ 帰 属 が 電子 的 に 記録 され る た め 、 債 務 者 へ の 通知 また は 債務 者 の 承諾 が な く て も 、 電 子 記録 債権 の 債務 者 に 
お いて その 電子 的 な 記録 (債権 記録 ) を 確認 する こと に より 、 電 子 記録 債権 の 債権 者 を 確認 する こと が で きる か 
ら で す 。 

な お 、 指 名 債権 の 場合 、 債 権 の 譲受 人 は 、 権 利発 生 の 原因 と な っ た 売買 契約 等 が 無効 に な っ た な どの 事情 を 理 
由 と し て 支払 を 拒 ま れる こと が あり ます が 、 電 子 記録 債権 の 場合 は 、 手 形 と 同様 に 原則 と し て 、 債 務 者 は 譲受 人 に 
対し て この よう な 原因 債権 の 事情 等 を 理由 と し て 支払 を 拒む こと が で きま せん (人 的 抗弁 の 切断 ) 。 


画 手形 と 比較 し た 場合 の 電子 記録 債権 の メリ ッ ト 

手形 は 権利 内 容 を 紙面 に 記載 する こと で 、 上 記 の 指名 債権 の デメ リッ ト を 排除 する も の で す が 、 紙 媒体 を 使用 
する た め 書 面 の 作成 ・ 交 付 ・ 保 管 に 要する コス ト や 盗難 ・ 紛 失 の リス ク が あり ます 。 

電子 記録 債権 は 、 権 利 内容 を 電子 的 に 記録 する た め 、 こ の よう な 問題 を 解消 また は 軽減 で きま す 。 ま た 、 電 子 
デー タ と し て 記録 する も の で ある と いう 2 特徴 を 活用 し て 、 記 載 事 項 が 限定 され て いる 手形 と は 異な り 、 多 様 な 記録 
事項 が 認め られ て いま す 。 そ し て 、 そ の 一 部 の み を 譲渡 する こと が で き な い 手形 と は 異な り 、 電 子 記録 債権 の 一 部 
を 分 割 し て 、 そ の 一 部 を 譲渡 する こと が 可能 で す 。 


電子 記録 債権 の 場合 





・ 譲 渡 対 象 債権 の 不 存在 ・ 二 重 譲渡 の リス ク ・ 電 子 記録 に より 債権 の 存在 ・ 帰 属 を 可視 化 

・ 債 権 譲渡 を 債務 者 に 対抗 する た め に ・ 電 子 記録 債権 譲渡 を 債務 者 に 対抗 する 
債務 者 へ の 通知 等 が 必要 た め に 債務 者 へ の 通知 等 は 不要 

・ 人 的 抗弁 を 対抗 され る リス ク ・ 人 的 抗弁 は 原則 と し て 切断 

・ 手 形 の 作成 ・ 交 付 コ スト ・ 電 子 デ ー タ の 送受 信 等 に より 発生 ・ 譲 渡 

* 手 形 用 紙 の 保管 コス ト ・ 電 子 デ ー タ で 管理 

・ 紛 失 ・ 盗 難 の リス ク ・ 電 子 債権 記録 機関 の 記録 原 薄 に よる 管理 

・ 記 載 事 項 が 限定 * 任 意 的 記録 事項 を 許容 


・ 分 割 不可 分割 可能 


電子 記録 債権 の 取引 の イメ ー ジ 





一 電子 記録 債権 の 発生 ① 
債権 者 と 債務 者 の 双方 が 電子 債権 記録 機関 に 「 発 生 記録 」 の 請求 を し 、 こ れ に より 電子 債権 記録 機関 が 記 
録 原簿 に | 発生 記録 ] を 行う こと で 電子 記録 債権 は 発生 し ます 。 
画 電子 記録 債権 の 譲渡 ② 
譲渡 人 と 譲受 人 の 双方 が 電子 債権 記録 機関 に 「 譲渡 記録 」 の 請求 を し 、 こ れ に より 電子 債権 記録 機関 が 記 
録 原簿 に 「 譲 渡 記録 」 を 行う こと で 電子 記録 債権 を 譲渡 で きま す 。 
田 電子 記録 債権 の 消滅 ③、④、⑤ 
金融 機関 を 利用 し て 債務 者 口座 か ら 債権 者 口座 に 払込 み に よる 支払 が 行わ れ た 場合 、 電 子 記録 債権 は 消 減 
し 、 電 子 債権 記録 機関 は 金融 機関 か ら 通 知 を 受け る こと に より 遅滞 な く 「 支 払 等 記録 」 を し ます 。※ 






















































送金 等 に よる 支払 
支払 等 記録 
の 決済 情報 必 下 了 人 人 和。 ④ 決 済 情報 
発生 記録 証人 計 計 5 @ 課 渡 記 録 。 
債務 者 \ 4 債権 者 ・ 譲 受 人 





7 債権 者 譲渡 人 > 
F る > 
“Ny る 
/ 7 人 と | デ 


電子 記録 債権 発生 国 村 電子 記録 債権 譲渡 


※ 電子 記録 債権 の | 支払 等 記録 」 は 、 債 権 者 又は 債権 者 の 承諾 を 受け た 債務 者 等 が | 支払 等 記録 」 を 請求 する こと に より 
行わ れ ま す が 、 所 定 の 契約 を 締結 し た 場合 に は 、 当 該 者 か ら の 「 支 払 等 記録 」 の 請求 が な く て も 、 金 融 機 関 か ら 決済 情報 
に つい て 通知 を 受け た と き は 、 電 子 債権 記録 機関 は 遅滞 な く 支 払 等 記録 を し な けれ ば な ら な いこ と と な っ て いま す ( 電 子 
債権 記録 機関 に よる 同期 的 管理 ) 。 


記録 原簿 と 電子 記録 





発生 記録 や 譲渡 記録 な と の 「 電子 記録 」 は 、 電 子 債権 記録 機関 が 調製 する 電磁 的 な 帳簿 に 記録 事項 を 記録 す 
る こと に よっ て 行わ れ ま す 。 そ し て 、 こ れ ら の 電子 記録 を 当該 電子 記録 債権 ご と に 集め て 記録 し た 電子 デー タ が 
「 債権 記録 」 で あり 、 債 権 記録 を 記録 し た 電磁 的 な 帳 潤 (記録 媒体 ) が 「 記 録 原簿 ] に な り ま す 。 


| 例え ば 、 平 成 20 年 8 月 1 日 に A の B に 対す る 電子 記録 債権 を 発生 させ 、 平 成 20 年 9 月 1 日 に A か ら C へ の 電子 
: 記録 債権 の 譲渡 と 電子 記録 保証 が され 、 平 成 20 年 11 月 1 日 に 債務 全額 に つき B の 預金 口座 か ら C の 預金 口 : 
: 座 へ の 所 定 の 契約 に 基づく 支払 が 行わ れ た 場合 の 電子 記録 。 


(電子 記録 の イメ ー ジ ) 
電子 債権 記録 機関 記録 原簿 




















発 生 記 録 
(債務 者 が 右 の 金額 を 支払 う 。) 1000 万 円 
(支払 期日 ) 2008/11/1 
(債権 者 ) 有 
(債務 者 ) 
(記録 番号 ) 
(支払 方 法 ) 口座 間 送 金 決済 に よる 支払 
(債務 者 口座 ) る @⑧ 銀 行人 ム 人 ム 支 店 口座 番号 ネネ ネ * 
(債権 者 口座 ) 〇 〇 銀行 へ ム 支 店 ・ 口 座 番号 ※※※ 
(利息 等 ) (利息 ) 年 6% 
(遅延 損害 金 ) 年 10% 
債務 者 に 倒産 手続 の 開始 が あっ た と き に は 、 債 務 者 は 期限 の 利益 を 当然 に 喪失 する 。 
(譲渡 記録 可能 回 数 ) 10 回 
(電子 記録 の 年 月 日 ) 2008/8/1 


譲 渡 
































電子 記録 債権 を 譲渡 

(譲受 人 ) 

(払込 先 口座 ) 〇 銀行 へ ム 支 店 ・ 口 座 番号 是 画 較 
(電子 記録 の 年 月 日 ) 2008/97/1 


電子 記録 保証 を する 。 

(保証 人 ) A (住所 

(主たる 債務 ) 発生 記録 に 記録 され て いる 債務 者 の 債務 
(電子 記録 の 年 月 日 ) 2008/9/1 


蒜 支 払 等 記 録 
(支払 等 が され た 債務 ) 発生 記録 に 記録 され て いる 債務 者 の 債務 


(支払 等 の 内 容 ) 1015 万 円 支払 
( 元 本 充当 額 1000 万 円 ) 





(支払 等 が あつ た 日 ) 
(支払 等 を し た 者 ) B 
(電子 記録 の 年 月 日 ) 2008/11/1 








記 痕 債権 の 手形 代替 的 利用 





電子 記録 債権 は 善意 取得 や 人 的 抗弁 の 切断 等 の 手形 と 同様 の 取引 の 安全 を 確保 する た め の 措 置 も 講じ られ 
て いま す の で 、 手 形 を 電子 化す る の と 同様 の 機能 を 果たす こと が 可能 と な り ま す 。 

例え ば 、 売 掛 債権 に つい て 手形 の 振出 に 代え て 電子 記録 債権 を 発生 させ た 場合 、 納 入 企業 は 、 当 該 電子 記録 
債権 に つい て パソ コン や FAX な ど で 譲 渡 記録 が 行わ れる こと に より 、 手 形 割引 の よう に 金融 機関 に 譲渡 し て 現金 
化し た り 、 あ る い は 回 し 手形 の よう に 2 次 納入 企業 に 譲渡 し て その 支払 に 充て る こと が で きま す 。 さ ら に 、 手 形 は 
分 割 で きま せん が 、 電 子 記録 債権 は 分 割 記録 を 行う こと で 分 割 が で きる の で 、 複 数 の 2 次 納入 企業 の 支払 に 充て 


【 手 形 代替 的 利用 の イメ ー ジ 】 






支払 企業 
ni 電子 記録 債権 の 電子 記録 債権 の 
i 内 発生 (手形 の 振出 ) 譲渡 (手形 の 裏書 ) 
EN 
用 HT 分 
1 will 草 | 
LL 
TL 
4 a LT 
譲 電 譲渡 
声色 
の に 現 
当 の 金 








記録 債権 の 多様 な 活用 方 法 





電子 記録 債権 は 、 手 形 の よう に 記載 事項 が 限定 され ず 、 分 割 も 行う こと が で きる こと な どか ら 、 様 々 な ビジ ネス 
に 利用 され る こと が 考え られ 、 手 形 の 代替 的 利用 の ほか 、 次 の も の が 考え られ ます 。 


国 一 括 決済 方 式 へ の 活用 

現在 、 銀 行 等 が 提供 する 手形 レス 商品 と し て 、 親 事業 者 、 下 請 事業 者 お よび 金融 機関 等 と の 間 の 三 者 契約 に 基 
づき 、 下 請 事 業者 が 売 掛 債権 を 金融 機関 に 譲渡 し 、 親 事業 者 が 金融 機関 等 に 買 付 金 情報 を 伝送 し 、 金 融 機関 等 
が 親 事 業者 に 代わ り 各 下請 事業 者 に 代金 を 支払 っ た 上 、 期 日 に 親 事 業者 に まとめ て 支払 を 請求 する 仕組 み ( 一 括 
決済 方 素 ) が あり ます 。 一 括 決済 方 素 に は 、 売 掛 債権 の 譲渡 に 伴う 二 重 譲渡 リス ク や 対抗 要件 の 具備 の た め の コ 
スト が あり 、 こ れ ら を 削減 する た め に 電子 記録 債権 を 一 括 決 済 方 丈 に 用 いる こと が 考え られ ます 。 


@ 下 请 代金 相当 额 @ 下 请 代金 相当 客 
の 期日 一 括 返済 の 期日 以前 の 支払 
-四 可 
2” 、 


る 
(債権 者 ) 


る 


③ 買 掛金 情報 (月 毎 ) ③ 債 権 譲渡 
渡 


(50 識 - 村  / ①= 才 約 
不要 
② 売 掛 債権 の 発生 
つ 電 子 記録 債権 の 発生 












親 事業 者 





画 > シン ジ ケ ー ト ロー ン の 流動 化 へ の 活用 
シン ジ ケ ー ト ロー ン と は 、 大 型 の 資金 調達 ニー ズ に 対し 複数 の 金融 機関 が 一 体 と し て 1 つの 融資 契約 書 に 基 づ 
き 共 同 で 融資 を 行う 資金 調達 手法 で す 。 ロ ー ン 債権 の 流動 化 に 電子 記録 債権 が 活用 され る こと が 考え られ ます 。 


。。 電子 記録 債権 ② ロ ー ン 債権 の 電子 記録 債権 の 
① 協 調 融資 の 名 生 流動 化 分割. 譲渡 





(債務 者 ) 
企業 








取引 安全 確保 の た め の 措 置 


電子 記録 債権 法 で は 、 金 銭 債権 を 活用 し た 資金 調達 を し や すく する た め に 、 電 子 記録 債権 の 取引 の 安全 を 保護 
し 、 そ の 流動 性 を 高め る た め の 次 の よう な 法 的 な 手当 て を 講じ て いま す 。 


〇 権利 内 容 ・ 帰 属 の 可視 化 
電子 記録 債権 の 権利 内 容 は 債権 記録 の 記録 に よっ て 定まる こと と し て いま す 。 そ の た め 、 電 子 記録 債権 の 内 
容 が どう な っ て いる の か 、 誰 が 債権 者 で ある か は 、 債 権 記録 を 見 れ ば 分 か る こと に な り ま す 。 
〇 意思 表示 に 関す る 第 三 者 保護 
心 禅 留保 又は 錯誤 に より 意思 表示 が 無効 と な る 場合 の 第 三 者 や 、 詐 欺 又 は 強迫 に より 意思 表示 が 取消 され 


ば 保護 され る こと と し て いま す 。 
〇 無 権 代 理 人 の 責任 の 特 則 
代理 権 の な い 者 ( 無 権 代 理 人 ) が 電子 記録 の 請求 を し た 場合 は 、 相 手 方 に 重大 な 過 和 失 が な い 限 り 、 無 権 代 
理 人 の 免責 を 認め な いこ と と し て 、 民 法 より も 免責 の 要件 を 厳格 化し て いま す 。 
〇 凌 意 取得 及び 人 的 抗弁 の 切断 
電子 記録 債権 の 譲渡 に つい て 、 権 利 者 と し て 債権 記録 に 記録 され て いる 者 が 無 権利 者 で あっ て も 、 そ の こと 
を 知ら ず に 電子 記録 債権 を 譲り 受け た 者 は 保護 され ます (善意 取得 ) 。 ま た 、 債 務 者 は 、 原 則 と し て 、 電 子 記録 
債権 を 譲り 受け た 者 に 対し 、 権 利発 生 の 原因 と な っ た 事情 等 を 理由 に 支払 を 拒む こと は で きま せん (人 的 抗弁 
の 切断 ) 。 
〇 支払 免責 
債務 者 が 債権 記録 に 電子 記録 債権 の 債権 者 と し て 記録 され て いる 者 に 対し て 支払 を し た 場合 に は 、 仮 に 
その 者 が 無 権利 者 で あっ た と し て も 、 悪 意 ・ 重 過失 が な い 限 り 、 そ の 支払 は 有効 で も る と し て 、 支 払 を し た 者 に 
支払 免責 が 認め られ て いま す 。 
〇 電子 記録 保証 の 独立 性 
電子 記録 保証 人 は 、 主 た る 債務 者 と し て 記録 され て いる 者 が その 主たる 債務 を 負担 し な い 場 合 ( 注 ) で あっ て 
も 、 電 子 記録 保証 人 は 、 電 子 記録 保証 債務 を 負う こと に な り ま す ( 電 子 記録 保証 の 独立 性 ) 。 な お 、 電 子 記録 
保証 人 が 支払 っ た 場合 に は 、 電 子 記録 債権 法 独自 の 他 の 債務 者 に 対す る 求償 権 (特別 求償 権 ) が 認め ら て い 
ます 。 
( 注 ) 例 えば 、 主 た る 債務 者 が 電子 記録 の 請求 の 無効 ・ 取 消 に より 債務 を 負担 し な い 場 合 な ど が 考え られ ます 。 
〇 電子 債権 記録 機関 の 責任 
電子 債権 記録 機関 が 虚偽 の 電子 記録 を し た り 、 無 権 代 理 人 や 他人 に な りす まし た 者 の 請求 に 基づく 電子 記 
録 を し た こと に よっ て 第 三 者 に 損害 が 生じ た 場合 、 電 子 債権 記録 機関 は 、 無 過失 を 証明 し な い 限 り 、 そ の 損害 
賠償 責任 を 負い ます 。 
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电子 俩 椎 记 录 机 阅 O 监 督 





電子 債権 記録 機関 は 、 電 子 記録 債権 制度 に お いて 中 核 的 な 役割 を 担う こと か ら 、 電 子 記録 債権 法 は 、 電 子 債 
権 記録 機関 の 業務 、 監 督 等 に 関す る 規定 を 置い て 、 そ の 公正 性 ・ 中 立 性 を 確保 する こと と し て いま す 。 


〇 電子 債権 記録 機関 の 指定 
電子 債権 記録 機関 は 、 電 子 債権 記録 業 を 営む た め に は 、 主 務 大 臣 の 指定 を 受け な けれ ば いけ ませ ん 。 
主務 大 臣 (法務 大 臣 及 び 内 閣 総理 大 臣 ( 金 融 庁 長官 ) ) は 、 所 要 の 申請 を 受け 、 会 社 の 組織 機構 、 定 款 や 業 
務 規 程 、 財 産 的 基礎 、 収 支 の 見 込み 、 人 的 構成 と いっ た 各 側 面 に お いて 、 電 子 債権 記録 業 を 適切 か つ 確 実に 
遂行 する 業務 遂行 能力 を 有する 株 式 会 社 を 電子 債権 記録 業 を 行う 者 と し て 指定 する こと と な っ て いま す 。 
※ 内 閣 総理 大 臣 の 権限 (電子 債権 記録 機関 の 指定 、 指 定 を 受け た 者 の 公示 及び 指定 の 取消 の 権限 を 除く ) 
は 金融 店長 官 に 委任 され る こと と な っ て いま す 。 
〇 電子 債権 記録 機関 の 兼業 禁止 
公正 性 ・ 中 立 性 の 確保 や 、 他 の 事業 の 破綻 リス ク の 遮断 等 の 観点 か ら 、 電 子 債権 記録 機関 の 兼業 を 禁止 し 
て いま す 。 た だ し 、 電 子 債権 記録 機関 は 、 利 用 者 の 利便 や 業務 の 効率 化 等 の た め に 、 電 子 債権 記録 業 の 一 部 
を 、 主 務 大 臣 の 承認 を 受け て 、 銀 行 等 の その 他 の 者 に 委託 する こと が で きま す 。 
〇 認可 
電子 債権 記録 機関 に よる 業務 の 適切 か つ 確 実 な 遂行 を 図る た め 、 資 本 金 の 減少 、 定 款 ・ 業 務 規 程 の 変更 、 
電子 債権 記録 業 の 休止 、 合 併 等 の 組織 再編 、 解 散 等 を 行う に は 、 主 務 大 臣 の 認可 を 受け な けれ ば な り ま せん 。 
〇 報告 及び 検査 
主務 大 臣 は 、 電 子 債権 記録 機関 も し く は 当該 電子 債権 記録 機関 か ら 業 務 の 委託 を 受け た 者 に 対し て 、 報 告 
や 資料 の 提出 を 求め 、 ま た 、 立 入 検査 を 行う こと が で きま す 。 
〇 業務 改善 命令 
主務 大 臣 は 、 電 子 債権 記録 業 の 適正 か つ 確 実 な 遂行 の た め 必要 が ある と 認め る と き は 、 そ の 必要 の 限度 に 
お いて 、 電 子 債権 記録 機関 に 対し 、 業 務 の 運営 また は 財産 の 状況 の 改善 に 必要 な 措置 を と る べき こと を 命 ず 
る こと が で きま す 。 
〇 指定 の 取消 等 
主務 大 臣 は 、 電 子 債権 記録 機関 が 電子 記録 債権 法 や 主務 大 臣 の 命令 に 違反 し た 場合 な ど に は 、 指 定 の 取 
消 、 業 務 の 全部 また は 一 部 の 停止 命令 、 取 締 役 等 の 解任 命令 の 処分 を 行う こと が で きま す 。 
〇 業務 移転 命令 
主務 大 臣 は 、 電 子 債権 記録 機関 が 指定 の 取消 の 処分 を 受け た り 、 破 綻 す る な ど し た 場合 に は 、 電 子 債権 
記録 業 を 他 の 株 式 会 社 に 移転 する こと を 命ずる こと が で きま す 。 


电子 记录 俩 椎 法 吕 立 法 和 经 律 





経済 社会 の IT 化 が 進展 する 中 で 、 電 子 的 な 手段 を 用 いた 商取引 や 金融 取引 が 発達 し て き て お り 、e-Japan 戦 略 
1 (平成 15 年 7 月 2 日 ) 以降 の IT 戦略 本 部 決定 に お いて も 電子 的 な 手段 に よる 債権 譲渡 を 推進 する 施策 の 検討 を 
進め る べき こと が 挙げ けら れ て きま し た 。 こ れ を 受け て 、 法 務 省 、 金 融 庁 、 経 済 産業 省 に お いて 電子 債権 制度 の 整備 
に 向け た 検討 が 行わ れ 、 平 成 17 年 12 月 に この 三省 庁 に より 「 電 子 債権 に 関す る 基本 的 な 考え 方 ] が 取り まとめ ら 
れ 、 電 子 債権 制度 の 創設 に 当たっ て の 基本 的 視点 や 、 電 子 債権 法制 の 骨格 が 明らか に され まし た 。 

その 後 、 法 制 審議 会 (電子 債権 法 部 会 ) に お いて は 電子 記録 債権 の 私 法 的 側面 に 関す る 調査 ・ 審 議 が 、 金 証 
審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 ・ 情 報 技術 革新 と 金融 制度 に 関す る WG 合 同 会 合 に お いて は 電子 債権 記録 機関 に 
関す る 検討 が それ ぞ れ 行 われ 、 こ の 2 つの 審議 会 の 審議 結果 を 踏ま えて 、 法 務 省 と 金融 庁 に お いて 、 法 律 案 の 立 
案 作 業 が 進め られ 、 平 成 19 年 3 月 13 日 に 閣議 決定 を 経て 同月 14 日 、「 電子 記録 債権 法案 」 が 第 166 回 国会 に 提出 
され 、 国 会 で の 審議 を 経て 法律 と し て 成立 し 、 平 成 19 年 6 月 27 日 に 公布 され まし た 。 

その 後 、 電 子 記録 債権 法 施行 令 (平成 20 年 政令 第 325 号 ) 、 電 子 記録 債権 法 施行 規則 (平成 20 年 内 閣府 ・ 法 
務 省 令 第 4 号 ) 等 も 公布 され 、 こ れ ら は 平成 20 年 12 月 1 日 に 施行 され て いま す 。 


画 電子 記録 債権 に 関す る 検討 の 経緯 


平成 15 年 
7 月 IT 戦略 本 部 決定 「e 一 Japan 戦 略 I 」 
平成 16 年 
4 月 経 産 省 | 金融 シス テム 化 に 関す る 検討 小 委 員 会 報告 書 一 電子 債権 に つい て 一 (産業 構造 審議 会 ・ 産 業 金融 
部 会 ) 
平成 17 年 
4 月 経 産 省 | 電子 債権 構想 一 IT 社会 に お ける 経済 ・ 金 融 イ ン フラ の 構築 を 目指 し て 」 (電子 債権 を 活用 し た ビジ 
ネス モデ ル 検 討 WG) 
7 月 金融 庁 「 金融 レス テム 面 か ら み た 電子 債権 法制 に 関す る 議論 の 整理 」 (金融 審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 情 
報 技術 革新 と 金融 制度 に 関す る WG) 
12 月 法務 省 | 電子 債権 に 関す る 私 法 上 の 論点 整理 」 (電子 債権 研究 会 
法務 省 ・ 経 産 省 ・ 金 融 庁 「 電 子 債権 に 関す る 基本 的 な 考え 方 」 
平成 18 年 
2 月 法制 審議 会 電子 債権 法 部 会 に て 審議 開始 
3 月 経 産 省 [電子 債権 プロ グラ ム 」 (電子 債権 の 管理 ・ 流 通 イ ン フ ラ に 関す る 研究 会 ) 
6 月 金融 審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 ・ 情 報 技術 革新 と 金融 制度 に 関す る WG 合 同 会 合 に て 審議 開始 
7 月 法務 省 「 電 子 登録 債権 法制 に 関す る 中 間 試 案 」 (法制 審議 会 電子 債権 法 部 会 ) 
12 月 金融 庁 | 電子 登録 債権 (仮称 ) の 制定 に 向け て 電子 登録 債権 の 管理 機関 の あり 方 を 中 心 と し て (金融 
議会 金融 分 科 会 第 二 部 会 ・ 情 報 技術 革新 と 金融 制度 に 関す る WG 合 同 会 合 
平成 19 年 
2 月 法務 省 | 電子 登録 債権 法制 の 私 法 的 側面 に 関す る 要綱 」 (法制 審議 会 ) 
経 産 省 | 電子 債権 制度 に 関す る 研究 会 中 間 報 告 」( 電 子 債権 制度 に 関す る 研究 会 ) 
3 月 電子 記録 債権 法案 の 閣議 決定 ・ 国 会 提出 
5 月 経 産 省 「 電 子 債権 制度 に 関す る 研究 会 第 二 次 報 告 」( 電 子 債権 制度 に 関す る 研究 会 
6 月 電子 記録 債権 法 の 成立 ・ 公 布 
平成 20 年 
10 月 電子 記録 債権 法 施行 令 ・ 電 子 記録 債権 法 施行 規則 、 民 事 執行 規則 及び 民事 保全 規則 の 一 部 を 改正 する 規 
則 の 公布 
12 月 電子 記録 債権 法 施行 








電子 記録 債権 法 Q&A 


Q1 電子 記録 債権 を 発生 させ る こと に よっ て 、 原 因 債 権 は どの よう な 影響 を 受け る の で すか 。 
電子 記録 債権 は 、 そ の 発生 の 原因 と な っ た 原因 債権 と は 別個 の 債権 で す の で 、 原 因 債 権 の 支払 の 手段 と し 
て 電子 記録 債権 を 発生 させ る 場合 で あっ て も 、 当 然 に は 原因 債権 が 消滅 する も の で は あり ませ ん 。 


Q2 記録 原簿 の セキ ュ リ ティ や 事故 が あっ た 際 の バッ クア ッ プ は 大 丈夫 な の で すか 。 
記録 原 澄 の バッ クア ッ プ も 含め 、 十 分 な セキ ュ リティ を 確保 する こと が で きる 者 を 主務 大 臣 が 電子 債権 記録 
機関 と し て 指定 し 、 こ れ に 対し て 適切 な 検査 ・ 監 督 を 行う こと と な っ て いま す 。 


Q3 電子 記録 に は どの よう な も の が あり ます か 。 
電子 記録 債権 を 発生 させ る 「 発 生 記 録 ]、 譲 渡す る た め の 「 譲渡 記録 」、 支 払 が され た こと な ど を 明らか に す 
る た め の 「 支 払 等 記録 」、 電 子 記録 保証 を つけ る た め の 「 保 証 記録 」、 電 子 記録 債権 を 質入れ する た め の 「| 質 権 
設定 記録 」、 権 利 の 内 容 等 (例え ば 、 支 払 期 日 の 延期 等 ) を 変更 する た め の 「 変 更 記録 」、 電 子 記録 債権 を 分 割 
する た め の 「 分 割 記録 ]」 な ど が あり ます 。 


Q4 電子 債権 記録 機関 は 、 ど の よう な 業務 を 行う の で すか 。 
電子 債権 記録 機関 の 業務 と し て は 、 記 録 原簿 を 備え 、 電 子 記録 債権 ご と に 債権 記録 を 作成 し 、 当 事 者 の 請 
求 等 を 受け て 電子 記録 を する こと や 、 所 定 の 契約 に 基づく 支払 に つい て の 支払 等 記録 を する こと 、 記 録 事項 や 
電子 記録 の 請求 に 当たっ て 提供 され た 情報 を 利用 者 に 開示 する こと な ど が あり ます 。 


Q5 電子 記録 債権 を 利用 する こと は 、 税 法 上 の メリ ッ ト が あり ます か 。 
電子 記録 債権 に は 、 手 形 と 異な り 、 印 紙 税 は 課さ れ ま せん 。 ま た 、 電 子 記録 債権 に は 、 登 録 免 許 税 も 課さ れ 
ませ ん 。 


Q6 手形 を 電子 化し な か つた の は な ぜ で すか 。 
手形 法 は 、 ジ ュ ネ ー プ 統一 手形 条約 に 基づい て 制定 され た も の で すか ら 、 手 形 の 無 券 面 化 は 、 同 条約 を 廃棄 
し な い 限 り 困難 で す 。 


Q7 電子 記録 債権 に より 手形 は な く な る の で し よう か 。 
電子 記録 債権 は 、 手 形 と も 指名 債権 と も 異な る 類型 の 債権 と し て 創設 する も の で あっ て 、 手 形 や 指名 債権 
に つい て は 、 何 ら か の 変更 を 行う も の で は あり ませ ん 。 従 っ て 、 電 子 記録 債権 を 利用 する か どう か は 当事者 の 自 
由 で あり 、 電 子 記録 債権 を 利用 せ ず に 、 従 前 どおり 、 手 形 や 指名 債権 を 利用 する こと も で きま す 。 
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